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エグゼクティブ・サマリー 
Fostering Integrity in Research は、全⽶アカデミーズ（National Academies of Sciences, 

Engineering, and Medicine: NASEM）が 2017年に公表した、研究公正についての報告書である。
この報告書は、研究公正をめぐる英語圏（主に⽶国）の議論において 2023年現在でもしばしば
参照され、基本⽂献の⼀つとみなされている。 

この ELSI note では、Fostering Integrity in Research の内容を概略的にまとめ、研究公正をめ
ぐる主な論点や観点を紹介する。その内容は、第 11章にある以下の 4つの知⾒（A‒D）と 11個
の提⾔に要約される。 

n 知⾒ A：研究業界と他のステークホルダが置かれた複雑な関係を理解した上で、研究公正を
促進するアプローチを開発・実装することが急務である。 

o 提⾔ 1：研究公正を実現するためには、すべてのステークホルダが⾏動を改め、「研究公
正への脅威」に対抗するべきである。 

o 提⾔ 2：研究機関は、単なる法令遵守を超えて、研究公正の促進のために中⼼的役割を果
たすべきである。 

o 提⾔ 3：研究機関と政府機関は、善意の報告者を保護するべきである。研究公正について
の疑義の調査は、公正かつ迅速になされるべきである。 

o 提⾔ 4：各国は、研究不正事案に専⾨的に対処し研究公正の促進を担うための⾮営利組織
として、国レベルで研究公正諮問委員会（RIAB）を設置するべきである。 

n 知⾒ B：研究業界と他のステークホルダが協働し、公開性と説明責任について⼀層厳しい基準
を策定・合意・実装する必要がある。 

o 提⾔ 5：学会やジャーナルは、各分野でオーサーシップ規準を明確化するべきである。 

o 提⾔ 6：研究出資者や学術出版社は、できるだけ早い段階で、公表された研究成果の検証
に必要な情報を公開するべきである。 

o 提⾔ 7：研究出資者は、データ等の⻑期保存・アーカイブ化のために必要な資⾦提供をす
るべきである。 

o 提⾔ 8：研究者は、ネガティブデータを含めてすべてのデータを公開するべきである。出
資者・研究機関・ジャーナルもそれを奨励するべきである。 

n 知⾒ C：研究公正を促進するアプローチの開発は、研究環境の研究不正への影響などのエビデ
ンスにもとづくべきだが、そのようなエビデンスはまだ得られていない。 
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o 提⾔ 9：研究不正が⽣じるメカニズムやその対処法の研究に対して、政府や⺠間財団は投
資をするべきである。 

o 提⾔ 10：研究者・研究機関・研究出資者は、研究公正を促進する有効な教育プログラム
等の開発と検証を続けるべきである。 

n 知⾒ D：研究公正を世界規模で実現することが、科学の強化につながる。 

o 提⾔ 11：国際共同研究に携わる⼈々（研究者・研究機関・研究出資者）は、研究公正に
資するベストプラクティスの共有や、研究公正についての国際共同研究を通して、国際的
な研究公正の促進に努めるべきである。 
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1. はじめに：この ELSI note の概要と⽬的 
n Fostering Integrity in Research は、全⽶アカデミーズ（Natinal Academies of Sciences, 

Engineering, and Medicine: NASEM）1が 2017年に公表した、研究公正についての報告書であ
る（NASEM 2017）。この報告書は、研究公正をめぐる英語圏（主に⽶国）の議論において 2023

年現在でもしばしば参照され、基本⽂献の⼀つとされている。 

n 国内でも、研究公正をめぐる書籍・報告書では、何らかの形で Fostering Integrity in Research 

への⾔及と解説がなされている（⽥中・⼩出・安井 2018, pp. 95‒96; CRDS 2020, p. 20）。 

n この ELSI note では、Fostering Integrity in Research の内容を概略的にまとめ、研究公正をめ
ぐる主な論点や観点を紹介したい。 

2. Fostering Integrity in Research (2017) の内容 
以下、特記がない限り、ページ数は Fostering Integrity in Research のものである。 

2.1. 研究公正の基本的な考え⽅（第 1 部） 

第 1部は、Fostering Integrity in Research の根底にある研究公正についての基本的な考え⽅を
整理している。とくに、1992年に Responsible Science (2.1.1にて詳説) が公表されてからの変化
に着⽬して、研究公正のスタディ・レポートを新たに出すことの意義を説明している。 

2.1.1. Fostering Integrity in Research の⽬的（第 1 章） 

n 1992年、全⽶科学アカデミー（National Academy of Science: NAS）・全⽶⼯学アカデミー
（National Academy of Engineering: NAE）・⽶国医学研究所（Institute of Medicine: IOM）の
連名で、研究公正についてのレポート Responsible Science が公表された（NAS-NAE-IOM 1992, 

1993）。Responsible Science は、研究公正についての⽶国における主要⽂献として⻑く参照
されてきた2。 

o Responsible Science は、研究不正を “misconduct in science,” “questionable research 

practices (QRPs),” “other misconduct” の三つに分類した枠組みで知られる（cf. 2.2.1）。 

 
1 NASEMは、全⽶科学アカデミー（National Academy of Science）、全⽶技術アカデミー（National Academy of Engineering）、全⽶医
学アカデミー（National Academy of Medicine）の協働で構成されるアカデミー連合組織である。 

2 このレポートは 2巻構成になっている。第 1巻（NAS-NAE-IOM 1992）がレポートの実質部分にあたり、その根拠となる論⽂や各種
ガイドラインが第 2巻（NAS-NAE-IOM 1993）に収録されている。 
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n しかし、Responsible Science の公表から 20年以上がたち、研究公正を考える出発点として限
界があることも⽰唆されている。 

o 第⼀に、Responsible Science にて研究公正の考え⽅や指針を⽰したにもかかわらず、現在
でも研究不正3やそれに類する事案は⽣じ続けている。 

o 第⼆に、Responsible Science の公表以後、研究をとりまく状況に変化が⽣じた。それに伴
い、研究公正をめぐる前提や考え⽅にも変化があった。 

n Fostering Integrity in Research は、Responsible Science の基本的な考え⽅（詳細は 2.1.2）を保
ちつつ、21世紀の研究をとりまく環境（詳細は 2.1.3）に合わせて知⾒を補って再検討するこ
とで、研究公正を促進するベストプラクティス（成功事例）を⽰すものである。 

2.1.2. 研究公正の中⼼的価値（第 2 章） 

n 科学研究の中⼼をなす価値観として、ロバート・マートンが挙げた「CUDOS」が広く知られ
ている（Merton 1973; ⽥中・⼩出・安井 2018, pp. 4‒7）。 

o CUDOSとは、共有性（Communalism）・普遍性（Universalism）・無私性（Disinterestedness）・
組織的懐疑主義（Organized Skepticism）の頭⽂字をとったものであり、科学者が科学的
探求において共有している「エートス」だとされる4。 

n このような「科学者としての価値観」は、明⽰的に定めたり訓練したりするのではなく、徒弟
制的な環境で⾮公式に伝えることが多い。しかし、そのようなアドホックなやり⽅では、「科
学者としての価値観」が研究者に⾝に付くことを保証できない（p. 29）。 

n そこで、研究公正の観点からみて研究者が遵守すべき規範を明⽰的に定めることが必要であ
り、実際に多くの規範が定められてきた5。共通した要素として次の六つがある（p. 30; ⽥中・
⼩出・安井 2018, pp. 7‒9）。 

o 客観性（objectivity）：研究において不適切な動機に影響されないこと 

o 誠実性（honesty）：研究業界で合意された⼿続きに従って研究すること 

o 公開性（openness）：⾃分の研究についての必要な情報を他の研究者に公開したり、⾃
説に反する証拠に⽿を傾けたりすること 

 
3 Research misconduct は⼀般に「研究不正

．．
」と訳されるが、不正という語がもつ意図的

．．．
悪⾏というニュアンスは必ずしも適さない。そ

のため、カタカナで「ミスコンダクト」とする場合もある（⽥中・⼩出・安井 2018, p. 71）。この ELSI note では、表記の簡潔性に鑑み
てさしあたり misconduct を「不正」や「不正⾏為」などと訳すが、訳語に伴う懸念についても⽰しておきたい。 

4 Koepsell (2017) は、さまざまな類型の研究不正がそれぞれなぜ悪いのかを、すべて CUDOSに関連づけて説明しようとしている。 
5 たとえば、⽶国（IOM-NRC 2002）、カナダ（CCA 2010）、欧州（ESF-AEA 2011）などの例が挙げられる。 
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o 説明責任（accountability）：⾃分の研究活動や研究成果について、他の研究者に対して
説明・正当化ができること 

o 公平性（fairness）：他の研究者の研究や業績を評価する上で、適切な規準に従うこと 

o 指揮監督（stewardship）：ラボ、研究機関、研究業界全体などについて、研究活動が適
切になされているかどうかを監督すること 

n この六つが「研究者が遵守すべき規範」だと考えることができる。 

o ⼤雑把にいえば、「客観性」は研究の実⾏⽅法についての規範、「誠実性」から「公平性」
までの四つは研究者が他の研究者に対して負う規範、「指揮監督」は研究者が社会全体に
対して負う規範である（p. 30）。 

o 六つの規範は、必ずしも厳密な並列関係にはない。誠実性は、他の研究者に対して負う規
範（公開性、説明責任、公平性）全体の基礎である（pp. 31‒32）。指揮監督は、残り五
つの規範全体にも影響を与える根底的な規範である（p. 37）。 

2.1.3. 研究環境に⽣じている変化（第 3 章） 

n 2.1.1で⾒たように、1992年の Responsible Science の公表以後、研究をとりまく状況は⼤き
く変化した。それに伴い、研究公正をめぐる前提や考え⽅にも変化があった。 

n Responsible Science も、1990年台初頭の観点から、研究をとりまく状況がそれ以前と⽐べて
変わっていることを指摘していた。そうした変化のなかには、2010年台後半になって変化の
傾向が⼀段と進んだものが少なくない（pp. 40‒46）。 

o 研究の規模拡⼤：現在の科学研究の規模は、過去に⽐べて、予算⾯でも⼈員⾯でも⼤型化
している。その反⾯、研究成果を評価する側（たとえば査読者）が同じくらいの規模で供
給できるようになったわけではなく、評価する側の負担が増している。 

o 複雑な共同研究：より多くの研究者を巻き込んだ共同研究が増えている。⼀部の分野（⾼
エネルギー物理学や⽣命科学など）では、研究を遂⾏するにあたり複数分野の研究者の共
同が必要不可⽋となり、「ビッグサイエンス」化が進んでいる。これを背景として、分野
間での慣習の違いがしばしば問題となる（オーサーシップの問題）。 

o 規制強化：安全性や⼈権保護のような観点から、研究活動に対する政府等からの規制が強
まっている。それに伴って、研究者は、政府や予算配分機関に対する説明や事務⼿続きの
ために時間を費やさざるを得なくなっており、これが負担となっている。 



 

 
8 

o ⺠間との連携：⼤学における研究が、⺠間企業の商品開発等と密接に連携することや、そ
れに伴って⺠間財源をベースとして研究がなされることが珍しくなくなっている。ただ
し、⺠間財源をベースとした研究の成果は、ピアレビューを経て学術雑誌に掲載されると
いう伝統的な⼿続き以外の形で公開されること、また研究成果にバイアスがかかっている
恐れがあること6が懸念されている（利益相反の問題）。 

n これらとは別に、Responsible Science が公表された 1990年台初頭より後にとりわけ⽣じた変
化もある（pp. 46‒54）。 

o 情報技術の発達：1992年当時から⽐べて、研究者が使える情報技術の⽔準には格段の違
いがある。情報技術を⽤いることで研究公正の観点からとくに⽣じうる問題として、たと
えば次のものが挙げられる7。 

§ ⼀部の分野では、⽣のデータを直接分析するのではなく、⼀旦「中間解析」にかけ
てから分析することが少なくない。中間解析に⽤いたソフトウェア等の仕様をどれ
ほど公開するか。公開しない場合にはどのように再現実験を可能にするか。 

§ 画像編集ソフトの性能が向上したことで、画像の改竄がよりわかりづらくなってお
り、雑誌編集者の側で改竄チェッカー等の導⼊が求められている。 

§ 研究に使われるデータの量が膨⼤になっており、そのすべてを公開することが事実
上不可能になっている。 

o 研究のグローバル化：研究者に対して研究公正についての教育は、現状では国ごとに⼤き
く異なる。また、研究公正についての考え⽅に⽂化差がありうる。 

o 社会への影響：再⽣医療や気候変動やエネルギーなどの研究は、政策や世論に⼤きくかか
わる。こうしたテーマにかかわる研究成果が広く社会全体で論じられるとき、純粋に科学
的な観点以外から論じられることがあり、それぞれの研究者が「⾃分の専⾨分野に照らし
て何を⾔うべきか」を問われる場合がある。 

§ 政策や社会的関⼼と深くかかわるテーマの研究については、どのデータをどれほど
⼀般に公開するべきかが重要になる8（NAS-NAE-IOM 2009a, pp. 71‒73）。 

 
6 ⽇本ではディオバン事件がよく知られている。この事件は、⾼⾎圧症治療薬であるディオバンの臨床研究において、ディオバンの製
造企業にとって有利になるようにデータが捏造・改竄されたという事案である（⽇本学術振興会 2015, p. 51）。 

7 ここに挙げる事情は、オーサーシップについての我々の慣習にも再検討を迫る。たとえば、伝統的な考え⽅では「著者」とは論⽂全
体を理解しており論⽂全体に対して責任を負う者のことだ。しかし、この考え⽅をそのまま現代の研究にあてはめると、分析⽤ソフトウ
ェアのしくみを完全に理解しなければ著者になれないことになる。果たしてそれでよいのだろうか（p. 54; 2.2.4もみよ）。 

8 たとえば、国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change: IPCC）と関係のある研究者のメールが
リークされ、最終的に疑いは晴れたものの、研究者が気候変動についてのデータを隠しているのではないかとスキャンダルとなった事案
がある（IAC 2010） 
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2.2. 研究不正と「有害な研究実践」の現状（第 2 部） 

第 2部は、第 1部でみた研究環境の変化を念頭におきつつ、研究不正をとりまく現在の状況お
よび研究不正へのこれまでの対応のありかたを説明している。 

2.2.1. 研究不正とは何か（第 4 章） 

n 研究不正とは、2.1.2でみたような科学の中⼼をなす価値・規範への違反のことである9。しか
し、どのような⾏為が「科学研究の中⼼的な価値」に違反するのか？ 

n Responsible Science は、研究不正を「科学における不正⾏為」「懸念のある研究実践」「その
他の不正⾏為」の三つに分類したことで知られる。 

o 科学における不正⾏為（misconduct in science）とは、「研究の申請や実⾏や報告にお
いてなされる捏造・改竄・盗⽤」（NAS-NAE-IOM, 1992, p. 5）をいう。この定義では、
三つの⾏為類型が明確に指定されており、（Fabriation, Falsification, and Plagiarism から）
頭⽂字をとって「FFP」とも呼ばれる10。 

o 懸念のある研究実践（questionable research practices: QRPs）とは、「研究業界の伝統
的な価値観に抵触し、研究プロセスにとって有害でありうる⾏為」（NAS-NAE-IOM 1992, 

p. 5）をいう。QRPsにあたる⾏為として、研究データを⼀定期間保存しないこと、デー
タを研究者に公開しないこと、ギフトオーサーシップなどがある。 

o その他の不正⾏為（other misconduct）とは、受忍不可能な⾏為のうち、「ラボや研究
環境において⽣じるが、明らかに科学研究に特有のものではない」（NAS-NAE-IOM 1992, 

p. 6）⾏為をいう。具体的には、ハラスメント、研究費の流⽤、他者の研究機材の破壊、
法令違反が挙げられる。 

n 「科学における不正⾏為」について、Fostering Integrity in Research の⽴場は Responsible 

Science からそれほど変わらない。ただし、以下の観点から異論や論争があった。 

o 「その他の重⼤な逸脱」（pp. 65‒66; Resnik 2009; 中村 2011, pp. 34‒35; Shamoo & Resnik 

2022, p. 36） 

 
9 Fostering Integrity in Research という報告書の性質上、研究公正にまつわる理論的

．．．
な
．
探究は話題の中⼼ではない。ただし、研究公正を

めぐる研究動向にはそのような蓄積もある。たとえば、FFP のうち捏造・改竄の悪さと盗⽤の悪さは由来が異なる可能性がある。捏造や
改竄は、信頼できない研究成果の発信を伴う点が重要だと思われる。これに対して、盗⽤は研究成果のクレジットについての不正であり、
たとえ信頼できる研究成果であっても問題となりうる（Steneck 2006, p. 62; 中村 2016, pp. 64‒66）。 

10  ⽇本でも、 2014 年に⽂部科学⼤⾂決定された「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」
（https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/index.htm; 2023年 4⽉ 1⽇アクセス）以後、捏造と改竄と盗⽤は「特定不正⾏為」と総称
され、他の研究不正とは異なる扱いや考え⽅がなされている（CRDS 2020, p. 8）。ただし、FFPと特定不正⾏為には適⽤範囲について違い
がある（⽥中・⼩出・安井 2018, p. 71）。 
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§ ⽶国公衆衛⽣局（U.S. Public Health Service: PHS）などは、FFPに加えて「研究業界
において⼀般に受け⼊れられたものからの重⼤な逸脱」を科学における不正⾏為に
含めてきた（Buzzelli 1993; Rennie & Gunsalus 1993; Price 2013）。 

§ Responsible Science では、「その他の重⼤な逸脱」の曖昧さが研究不正の理解に混
乱をもたらしてきた（NAS-NAE-IOM, 1992, p. 27）として、FFPのみを科学における
不正⾏為とした。 

o FFP以外の⾏為類型を「科学における不正⾏為」に含める動きがある（pp. 66‒71）。  

§ ⽶国では、1995 年のライアン委員会報告がこの拡張を提案している（Commission 

on Research Integrity 1995）。 

§ ⽶国以外の多くの国は「科学における不正⾏為」を FFPに限定しないが、FFP以外
に何を含めるかは国ごとに違う（pp. 68‒71; CRDS 2020, pp. 6‒9）。 

o 「科学における不正⾏為」に含まれる⾏為（FFPを含む）は、研究者が意図的にしたもの
だけか、それとも意図的でないものを含むか？ 

o 「科学における不正⾏為」に FFP以外の⾏為類型を⼊れるべきか？ 

§ たとえば、研究公正とは別に⼈権保護が明確に定められており、⼈権が侵害された
場合の対応⽅法も定められているなら、「⼈権侵害」を「科学における不正⾏為」
に含めるメリットは⼩さい（p. 72）。 

n 「懸念のある研究実践」については、Fostering Integrity in Research の⽴場は Responsible 

Science とは異なる（pp. 73‒74）。 

o Responsible Science の公表以後、懸念のある研究実践（QRPs）の内容についてコンセン
サスが得られず、研究不正の防⽌に寄与しなかった。 

o そこで、QRPsを「有害な研究実践（detrimental research practices: DRPs）」と捉え直し、
DRPsへの適切な対応について議論を喚起したい11。 

o DRPsにあたるのは、たとえば次のような⾏為である。 

§ ギフトオーサーシップ12、ゴーストオーサーシップ13など 

§ データやコードを⼀定期間保存しないこと 

 
11 実際には、2023年現在、研究公正にかかわる⽂脈において DRPsが QRPsに置き換わったとはいえない。それどころか、管⾒の限り、

DRPsという⾒⽅はそれほど広く参照されているわけではない。たとえば、研究公正を扱う有⼒な教科書の最新版（Shamoo & Resnik 2022）
では、QRPsはしきりに⾔及されるものの、DRPsへの⾔及はない。 

12 公表された研究成果に対して実質的貢献をしていない
．．．．．

⼈が執筆者に加わる
．．．

ことをいう。 
13公表された研究成果に対して実質的貢献をした

．．
⼈が執筆者に加わらない

．．．．．
ことをいう。 
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§ 部下や学⽣に対する適切な指導をしないこと 

§ ミスリーディングな統計的分析 

§ 研究公正の促進を妨げたり、研究不正 への対応を妨げたりすること 

§ エディターやレビュワーによる不適切な⾏為 

n 「その他の不正⾏為」について、Fostering Integrity in Research の⽴場は Responsible Science 

からそれほど変わらない。  

2.2.2. 研究不正の現状（第 5 章） 

n FFPは⽶国だけでなく世界各国で報告されている。また、研究不正を何度も重ねる研究者がい
ることも知られている。 

o 公的な事案報告数のほか、論⽂の撤回数や研究者への調査の結果からも、研究不正の件
数は増えていることが⽰唆される（pp. 78‒81）。 

n 基礎医学や社会⼼理学など⼀部の研究分野では、公表された実験結果の多くに再現性がない
ことが知られている（pp. 84‒87）。 

o 再現性がないこと⾃体は問題ではない（科学研究において⼀定の偽陽性が⽣じるのは普
通である）。問題なのは、その割合が半数を超えるほど⼤きいことである。 

o 原因として考えられるのは、ポジティブな結果のみを公表しようとするバイアス（出版バ
イアス）や、サンプル数が少なすぎるという実験設計上の問題である。とくに、たとえ捏
造や改竄がなくても、DRPs（p 値ハッキングや指導不⾜など）が原因となって再現性が
低くなりうる。 

o 再現性のない実験結果の検証に費やされるコストは、基礎医学の分野だけで年間 280 億
ドルに上るという試算がある（Freedman et al. 2015）。 

n 研究不正に伴うコストは、⼤きく分けて四つある（pp. 81‒84）。 

o 個⼈的コスト：捏造された実験結果を検証するために、他の研究者が余計な時間を費やし
てしまう。 

o ⾵評コスト：研究不正が発覚した研究者の⾵評は低下する。 

o 直接的な経済的コスト：研究不正が発覚した場合、研究費の返還などが⽣じる。 

o 広範な社会的コスト：不適切な研究結果が社会的に流布することで、別途被害が⽣じる。 
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§ 例：MMR（⿇しん・⾵しん・おたふくかぜ混合）ワクチンと⾃閉症の関係について
の論⽂において、著者が利益相反を開⽰しておらず、またデータの改竄があった事
例（pp. 265‒68）は、現在まで続くワクチン忌避に影響があるのではないかと疑わ
れる。 

n 研究不正（FFPと DRPsを含む）によってもたらされるコストの⼤きさを正確に⾒積もるのは
難しい。ただし、年間でおそらく少なくとも数億ドルにはなるし、場合によっては数⼗億ドル
になるかもしれない（p. 89）。 

2.2.3. 研究不正の原因（第 6 章） 

n 従来、研究不正は、⼀部の例外的な「不届き者」がするものだと⾔われてきた。 

o この考え⽅にもとづくと、研究不正への対応は、そうした「不届き者」を特定して処罰す
ることが中⼼となる（p. 92; Redman 2013, pp. 3‒4）。 

n これとは別の考え⽅として、研究不正を（ラボや研究業界全体の）環境との関連で考えるこ
とができる。つまり、ある研究者がどのような環境に置かれているかによって、その研究者が
研究不正を犯す度合いが左右される（p. 92）。 

o この考え⽅にもとづくと、研究不正への対応は、研究不正を犯した研究者個⼈の処罰では
不⼗分だということになる。 

o 研究者がおかれた環境が研究不正の誘引になりうること、また個⼈を罰しても研究不正
の対策として有効でないことは、過去の報告書等でも⽰唆されてきた（NAS-NAE-IOM 1992, 

p. 30; IOM-NRC 2002, chs. 3‒4）。 

n 研究不正に対して有効に対応するためには、研究不正の誘引とその対処法についての経験的
知⾒が求められる。 

o 研究不正の誘引については、先⾏研究として、組織⼼理学や⾏動経済学や意思決定理論
の知⾒が援⽤できる。 

§ こうした知⾒を応⽤して、研究者や⼤学⽣がどのような場合に不正をするのかが実
験されている（Brent & Atkisson 2011; Lang 2013）。 

§ 具体的には、過度な成果重視、利害の⼤きさ、外的な動機付け、成功の⾒込みの低
さ、不正を許容する⽂化、また評価規準が不公平だという感覚、これらが不正の誘
引になっているとされる。この結果は、研究以外の場⾯（企業など）における不正
⾏為の誘引についての研究結果とも近い。 
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o 研究不正への対応については、犯罪学（Adams & Pimple 2005）や公衆衛⽣学（Weed 1998; 

Nylenna & Simonsen 2006）などの知⾒を応⽤したアプローチが模索されている。 

n 研究者をとりまく環境は、実際には、まさにそうした「不正⾏為の誘引」に満ちたものになっ
ている（p. 98）。 

o 「成功の⾒込みの低さ」は、とくに顕著である。博⼠課程学⽣のうち⼤学でポジションを
得られる者はごく少数であり、仮にポジションを得られたとしても、そこからさらに（資
⾦獲得などをめぐって）厳しい競争がある。 

o こうした競争の激しさが研究不正の原因になっているのではないかと⽰唆する研究があ
る（p. 102; Anderson et al. 2007; Davis et al. 2007）。 

2.2.4. 研究不正への対応：現在の知⾒と課題（第 7 章） 

研究不正に対する現在のアプローチには、以下のような課題があることが知られている。 

n FFPの発⾒について： 

o ⼀部の分野では、公表された研究成果に対して他の研究者が疑問を呈したり実際に検証
したりすることによって、研究不正が発覚する場合がある。しかし、多くの場合、研究不
正の発⾒は善意の報告者による通報に頼らざるを得ない（p. 108）。 

o Retraction Watch など、研究不正に特化した個⼈ブログも登場している。 

o Science-Fraud.org や PubPeer は、公表された研究結果に対して匿名で疑義を投じるこ
とができる。他⽅で、たとえば PubMed Commons のように、匿名ではなく⾝元を明か
して疑義を投じるウェブサイトもある14。 

n FFPの調査について： 

o FFPについてさえ、⽶国内で判定規準が乱⽴している（pp. 114‒17）。 

§ たとえば、NSF監査室（Office for Inspector General: OIG）と研究公正局（Office of 

Research Integrity: ORI）とでは盗⽤の判定規準が異なる。 

§ こうした乱⽴は、研究者に対して、財源ごとに異なる規準にしたがって研究をする
という負担を課すことになる上に、判定規準が明確ではないという印象を与えてし
まう。 

 
14 これらは「出版後査読」をおこなうプラットフォームである（⽥中・⼩出・安井 2018, p. 66）。なお、Science-Fraud.org は 2013年
に閉鎖され、PubMed Commons は 2018年にサービスを終了した。PubPeer は 2023年現在も続いている（https://pubpeer.com/）。 
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o 研究不正の調査を主に担うのは研究機関だが、研究機関の調査能⼒や調査に使える情報
には制約がある（pp. 117‒22; Commission on Research Integrity 1995）。 

§ 機関ごとに調査の規準や⽅法が違う場合がある。 

§ 研究機関で実際に研究不正の調査を担うのは事務担当者や⼤学教員であり、調査に
必要な専⾨的なノウハウが⽋如している場合がある。 

§ 研究機関における研究不正の調査は、必ずしも迅速には進まない。 

n FFPへの処罰・補償等について： 

o 公表された論⽂を撤回するためには、まず研究機関から出版社に対して要請がなければな
らない（p. 122; p. 127）。また、たとえ撤回されたとしても、撤回された論⽂が引き続き
引⽤される場合がある（p. 127）。 

o 研究不正を犯した研究者に対してどのような処分を下すかについて、研究機関や予算配
分機関ごとにポリシーが違う（pp. 122‒24）。こうした懲戒制度の違いも、研究者に対し
て、規準の乱⽴という点で負担を課すことになる。 

n そのほか、FFPの規制について以下のような課題がある。 

o 研究不正へのアプローチは、他の規制枠組み（ヒトを対象とした研究の規制や、利益相反
の開⽰にかかわる規制など）との整合性が問題になる（pp. 125‒26）。 

o ⺠間財源による研究や、国際的な共同研究には、⽶国の連邦政府が課す規制が必ずしも適
⽤できない（p. 128）。 

n 有害な研究実践（DRPs）への対応について： 

o 研究分野内で DRPsが許容されていると、その分だけ、FFPの発⾒が妨げられる（p. 133）。 

o 主に再現性の低さが問題となっている研究分野では、既存の規制枠組みがそもそも DRPs

に対応したものではない。それゆえ、DRPsの蔓延に気づき、それについて研究者間でコ
ミュニケーションをとること（p. 134）、また研究活動の透明性を⾼めること（pp. 135‒
38）が重要である。 

o オーサーシップ関連の DRPs（ギフトオーサーシップ等）も、⼀部の研究分野では許容さ
れている（p. 141）。また、誰を著者とみなすかについて、現状では分野ごとに慣習が違
うことに留意が必要である（pp. 142‒44）。 

n 研究不正の通報者の処遇について： 
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o 現状、研究不正への対応は通報に⼤きく頼っており、研究不正に有効に対応するためには
通報者の保護が重要である。しかし、すべての研究機関がそのような運⽤ルールを定めて
いるわけではない（p. 144）。 

o 研究不正についての意図的な虚偽通報も、研究公正という観点からみて重要な問題だが、
この種の問題と対応について得られている知⾒は少ない（p. 145）。 

2.2.5. 研究不正への対応：新しいアプローチ（第 8 章） 

n 2.2.4では、研究不正の調査を研究機関が担うことの限界が⽰された。ひとつの解決策として、
研究公正諮問機関（Research Integrity Advisory Board: RIAB）の設置が推奨される。 

o RIABは、政府機関や研究機関に属さない⾮営利の第三者機関として、研究公正にまつわ
る基準を定めたり情報を提供したりする（pp. 149‒51）。 

n 「既存の規制を厳格化する」というアプローチには反対する（p. 153）。 

o 既存の規制は、重⼤な研究不正を犯した個⼈に着⽬している。しかし、既にみたように、
研究環境に着⽬したアプローチのほうが研究公正の促進には資する。 

o 規制の厳格化には莫⼤なコストがかかり、得られる利益に⾒合わない。 

o 規制によって研究機関にかかる負担は既に⼤きく、その負担をさらに⼤きくするのは科学
研究の⽣産性を損ねる。 

n オーサーシップの適切なあり⽅について、分野ごとに明確な規準を設けることが推奨される
（pp. 154‒55）。 

o ただし、誰を著者15とみなすかについて、現状では分野ごとに慣習が⼤きく違うことに留
意が必要である（pp. 142‒44; pp. 155‒56）。 

2.3. 研究公正を促進する（第 3 部） 

第 3部は、第 2部でみたこれまでの取り組みとその課題をもとに、研究公正を促進する上でこ
れから求められる対応を提案している。 

 
15 ⼀部には、著者（authorship）に代えて寄与者（contributorship）という概念を提案する向きがある。ただし、著者が「論⽂全体に
ついて説明責任を負う⼈」として現在もっている役割の重要性に鑑みて、Fostering Integrity in Research では著者という概念の放棄までは
推奨していない（p. 159）。 
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2.3.1. ベストプラクティス（第 9 章） 

研究者・研究機関・出版社・配分機関などは、それぞれ、研究公正の促進に反したインセンテ
ィブに直⾯することがある。以下では、研究公正の観点から望ましい実践（ベストプラクティス）
を、それぞれの⽴場について提案する。 

n 研究者のベストプラクティス 

o 研究者として、⾃らが犯すかもしれない研究不正に厳しく⽬を光らせる。 

o 研究上のデータは、効果的かつ責任をもって取り扱い、また各種規則に違反しない限り公
開する。 

o 論⽂等の出版にあたって、分野ごとに定められたオーサーシップ規定を遵守する。著者と
なった場合には、論⽂の内容について説明責任を果たす。 

o メンターやスーパーバイザーとして若⼿研究者に対して⾃分がどのような責任を負って
いるのかを理解し、有益な指導者となる。 

o 公正な査読者として、査読を丁寧におこなうのみならず、秘密を守り、利益相反を認識・
開⽰する。 

o 組織や政府が定めた規則を理解し、遵守する。 

n 研究機関のベストプラクティス 

o 研究公正という観点を、研究・教育・組織運営のあらゆる場⾯において考慮に⼊れる。 

o 研究公正という観点から、組織全体や部局ごとの⾵⼟を普段から評価し、弱点がある場合
にはそれに対応する。 

o 研究不正の調査・対応についての規定や⼿続きについて普段から確認し、弱点がある場合
にはそれに対応する。 

o RCR教育（2.3.2をみよ）の改善に努める。 

n 出版社のベストプラクティス 

o 論⽂の撤回や訂正についての情報や、研究に使われたデータは、できるだけ公開する。ま
た、公開された論⽂に対して出版後査読ができるようにする。 

o 著者に対して、研究成果を検証するのに必要なデータ等の開⽰を求める。著者と査読者に
対して、資⾦提供者と利益相反の開⽰を求める。 

o 著者に対して、全著者の author contributions の記載を求める。 
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o 研究公正を促進するため、他の出版社やジャーナルと協働する。 

n 配分機関のベストプラクティス 

o 予算配分や規制を、研究公正や研究の質の担保という観点に沿ったものとする。 

o 予算提供を受けた研究者がデータ等を公開することを推奨する。 

o 研究成果が（公衆衛⽣、環境保護、経済発展などといった）論争的な政策決定に⽣かされ
る場⾯では、透明で中⽴的な⽴場を保つ。 

n 学会のベストプラクティス 

o それぞれの研究分野において、研究公正の規準を設けたり、ベストプラクティスを広めた
り、RCR教育を促進したりする中⼼的な役割を担う。 

2.3.2. RCR 教育（第 10 章） 

n 責任ある研究活動（responsible conduct of research: RCR）は、公的機関であるか⺠間であ
るかなどを問わず、すべての研究者にとって重要である（p. 195）。 

o どの研究者も、RCR についての注意不⾜によって研究者としてのキャリアに悪影響を受
ける可能性がある。 

o RCR 教育は、研究活動に対する追加の要素として考えるべきではなく、研究活動の⼀部
として考えるべきである。もし、教員や組織全体の⾵潮として RCR教育が軽視されてい
れば、若⼿研究者や学⽣は RCRを単なる追加負担と捉えることになる。 

o RCR 教育は、直接には個⼈を対象とするものの、最終的にはそれを通して研究環境全体
に変化をもたらすことを⽬指す。 

n RCR 教育は新しい取り組みであり、まだ⽅法が確⽴されているとはいえず、教育効果の評価
に関⼼が集まっている（pp. 198‒99）。それぞれの⽅法の有効性について研究がなされている
が、まだ⼗分な蓄積には⾄っていない（pp. 200‒201; pp. 245‒63）。 

o 倫理教育の評価そのものが新しい分野であり、評価は簡単ではない。また、RCR 教育の
具体的な⽬標（goals）については⾒解が複数ある。 

o 具体的な RCR教育の⽅法には、単発の講義やワークショップのほか、通常のコースワー
クの各科⽬に RCR教材を⼊れるもの、オンライン研修、ラボ内研修などがある。とくに、
1992年に Responsible Science が公表されてから、配分機関や出版社が中⼼となって、多
くの RCR教材が作られてきた。 
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n 主要な教材としては、全⽶科学アカデミー・全⽶⼯学アカデミー・⽶国医学研究所の連名に
よる『科学者になる君たちへ（On Being a Scientist）』が知られている。初版は 1989年に公
表され、第 3版は⽇本語訳もある（NAS-NAE-IOM 2009b）。 

n RCR教育においては、組織のリーダーやメンターにあたる⼈の参加が重要である。2.2.3でみ
たように、こうした⽴場にある⼈々によって作られる研究環境が、RCR 教育を促進したり妨
げたりするからである（pp. 203‒204）。 

2.3.3. 提⾔（第 11 章） 

第 11章は、Fostering Integrity in Research の締めくくりとして、4つの知⾒（A‒D）と、それ
ぞれに対応する合計 11個の提⾔が、それぞれまとめて⽰される。 

n 知⾒ A：研究業界と他のステークホルダが置かれた複雑な関係を理解した上で、研究公正を
促進するアプローチを開発・実装することが急務である。 

o 提⾔ 1：研究公正を実現するためには、すべてのステークホルダが⾏動を改め、「研究公
正への脅威」に対抗するべきである。 

o 提⾔ 2：研究機関は、単なる法令遵守を超えて、研究公正の促進のために中⼼的役割を果
たすべきである。 

o 提⾔ 3：研究機関と政府機関は、善意の報告者を保護するべきである。研究公正について
の疑義の調査は、公正かつ迅速になされるべきである。 

o 提⾔ 4：各国は、研究不正事案に専⾨的に対処し研究公正の促進を担うための⾮営利組織
として、国レベルで研究公正諮問委員会（RIAB）を設置するべきである。 

n 知⾒ B：研究業界と他のステークホルダが協働し、公開性と説明責任について⼀層厳しい基準
を策定・合意・実装する必要がある。 

o 提⾔ 5：学会やジャーナルは、各分野でオーサーシップ規準を明確化するべきである。 

o 提⾔ 6：研究出資者や学術出版社は、できるだけ早い段階で、公表された研究成果の検証
に必要な情報を公開するべきである。 

o 提⾔ 7：研究出資者は、データ等の⻑期保存・アーカイブ化のために必要な資⾦提供をす
るべきである。 

o 提⾔ 8：研究者は、ネガティブデータを含めてすべてのデータを公開するべきである。出
資者・研究機関・ジャーナルもそれを奨励するべきである。 
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n 知⾒ C：研究公正を促進するアプローチの開発は、研究環境の研究不正への影響などのエビデ
ンスにもとづくべきだが、そのようなエビデンスはまだ得られていない。 

o 提⾔ 9：研究不正が⽣じるメカニズムやその対処法の研究に対して、政府や⺠間財団は投
資をするべきである。 

o 提⾔ 10：研究者・研究機関・研究出資者は、研究公正を促進する有効な教育プログラム
等の開発と検証を続けるべきである。 

n 知⾒ D：研究公正を世界規模で実現することが、科学の強化につながる。 

o 提⾔ 11：国際共同研究に携わる⼈々（研究者・研究機関・研究出資者）は、研究公正に
資するベストプラクティスの共有や、研究公正についての国際共同研究を通して、国際的
な研究公正の促進に努めるべきである。 
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